
とちぎ食の安全・安心推進会議 

（第４回）議事録 

 

１．開会日時  平成２０年１０月２７日（月） 午前１０：００～１１：３０ 

 

２．場  所  栃木県庁本館６階大会議室１ 

 

 

午前１０時００分 開 会 

（田辺総括） 

 ただいまから第４回とちぎ食の安全・安心推進会議を開会いたします。 

 私は、本日の司会を務めさせていただきます栃木県保健福祉部生活衛生課課長補佐の田

辺でございます。よろしくお願いいたします。 

 初めに、簡単に本日のご予定を紹介させていただきます。まず、栃木県保健福祉部長よ

りごあいさつを申し上げた後、議事に入り、おおむね１１時３０分の終了を予定しており

ます。ご協力のほど、よろしくお願いいたします。 

 会議中、発言がある場合は、お近くのマイクを引き寄せてご発言をしていただきたいと

思います。 

 なお、会議は公開で行います。本日は県政広報番組制作のためテレビカメラによる撮影

があります。ご了承ください。また議事録につきまして県のホームページで公開をさせて

いただきますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは開会に当たり、栃木県保健福祉部長、荒川勉からごあいさつを申し上げます。 

（荒川部長） 

 おはようございます。 

 第４回のとちぎ食の安全・安心推進会議の開催に当たりまして、一言ごあいさつを申し

上げます。各委員の先生方には、公私ともに大変お忙しい中、本日の会議にご出席をいた

だきましてまことにありがとうございます。また食品衛生行政を初め、諸般の県行政の推

進に当たりまして、日ごろから多大なご理解・ご協力を得ておりますことに、この機会に

厚く御礼を申し上げたいと存じます。 

 申し上げるまでもなく、「食」は私たちの命の源であります。食品の安全性を確保する

ことは県民が安心して生活を送る上で不可欠の要件であります。 

 しかしながら先月には事故米穀の不正規流通問題や、中国における牛乳等へのメラミン

混入事件が発覚し、今月に入ってからも中国産冷凍いんげんに混入された農薬による健康

被害、さらにはカップめんからの防虫成分検出事件が発生しております。県内では幸いに

も健康被害が疑われる事例は現在のところございませんけれども、食品の安全性に対する

消費者の不安は依然として大きいものがございます。 

 こうした食品に関する問題が多発する中で、食品事業者には、法令の遵守はもとより、

消費者の信頼にこたえる事業活動がより一層強く求められております。 

 県といたしましては委員の皆様からのご意見をいただきながら、本年３月に策定いたし

ました「とちぎ食の安全・安心・信頼性の確保に関する基本計画」を着実に推進するため、

関係部局が安全で安心な食生活の実現に向けて力を合わせて取り組んでいるところでござ

います。 

 本日の会議では、平成１９年度食の安全・安心・信頼性の確保に向けた施策に関する報

告書及び食品衛生法施行条例の一部改正などについてご報告申し上げることとしておりま
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す。委員の皆様からいただくご意見を踏まえ、消費者を初め食品関連事業者や関係機関と

の連携を図るとともに、食の安全・安心に係る各種施策をさらに積極的に展開してまいり

たいと考えておりますので、活発なご討議をお願いいたしましてごあいさつにかえさせて

いただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

（田辺総括） 

 続きまして、本年度、委員の交代がございましたので、改めて委員の皆様をご紹介させ

ていただきます。 

 まず、東洋大学経営学部、石井晴夫会長でございます。 

 続きまして、自治医科大学教授、中村好一副会長でございます。 

 下野農業協同組合理事、大山寛委員でございます。 

 栃木県生活衛生同業組合協議会専務理事、小野口勝巳委員です。 

 社団法人栃木県栄養士会会長、恩田淑子委員です。 

 公募委員の柿沼範洋委員です。 

 株式会社下野新聞社取締役主筆、黒内和男委員です。 

 社団法人日本食品衛生協会技術参与、小久保彌太郎委員です。 

 社団法人栃木県食品産業協会会長、髙橋昭明委員です。 

 栃木県生活協同組合連合会会長、竹内明子委員です。 

 続きまして、県議会から五月女委員の後任として今年度選任されました、県議会議員の

津久井富雄委員です。 

 フタバ食品株式会社、手塚佳久委員です。 

 公募委員として選任されました富永クミ子委員です。 

 宇都宮大学農学部附属農場准教授、長尾慶和委員です。 

 社団法人栃木県食品衛生協会会長、中村次郎委員です。 

 栃木県スーパーマーケット協会監事、藤沢秀雄委員です。 

 栃木県市町村消費者団体連絡協議会会長、山岡美和子委員です。 

 なお、委員の栃木県食生活改善推進団体連絡協議会会長、小川擁子委員におきましては

出席との報告を受けておりますが、若干遅れております。 

 また、今克枝委員と高橋勝泰委員からは欠席との報告を受けております。 

 次に事務局の職員を紹介いたします。北澤潤保健福祉部保健医療監でございます。 

 続きまして、山口幸志農政部次長でございます。 

 小野塚和康生活衛生課長でございます。 

 河南健経済流通課長でございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

 ここで保健福祉部長は所用のため退席させていただきます。 

（荒川保健福祉部長） 

 失礼いたします。よろしくお願いいたします。 

（田辺総括） 

 それでは、この後の進行につきましては石井会長にお願いしたいと思います。よろしく

お願いいたします。 

（石井会長） 

 皆さん、おはようございます。ご紹介にあずかりました推進会議の会長を仰せつかって

おります東洋大学の石井でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 きょうの下野新聞に、しもつけ２１フォーラムのかなりの中心部分の、前回の関東農政

局長さんのお話が出ておりました。これからの農業は、土と水と、そして技術があれば再
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生可能だというお話が最後のところで、これからの農業施策という中でお話がございまし

た。よく考えてみますと、そこにさらに担い手ですね。これがやはりどうしても必要だと

いうふうに思っております。本県におきましても農業後継者の育成、最重要課題でござい

ますし、それからまた本県の最もすぐれている土ですね。土地と、そして水が、最高の資

源がございますので、それをいかにいい農産物、食品を形成するためにも、ぜひ担い手と

加工技術をさらに深めて、そしてマーケティング協会さん、経済流通課さん初め、関係各

位の皆さんの努力で世界に打って出る、誇れる、やはり栃木の農産物、食品を展開してい

ただければ大変ありがたいというふうに思っております。きょうの朝の下野新聞さんを読

んで、非常に心強く思っている次第でございます。ぜひ委員の皆様方にも、今日は、さら

に栃木県の優位性を高めるための食の安全・安心・信頼を確保するための第４回の会議で

ございますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 それでは座らせていただきまして、議事の方、進行させていただきます。 

 それでは最初に、平成１９年度食の安全・安心・信頼性の確保に向けた施策に関する報

告書につきまして、事務局からご報告のほど、よろしくお願いいたします。 

（亀山主幹） 

 生活衛生課の亀山と申します。 

 １９年度の食の安全・安心・信頼性の確保に向けた施策に関する報告の概要をご説明さ

せていただきます。 

 資料１、報告書の１ページをご覧ください。本報告書はとちぎ食の安全・安心・信頼性

の確保に関する条例第１８条の規定によりまして、平成１９年度に講じました施策の概要

とその達成状況について、県議会に報告するとともに県民に公表したものです。なお、内

容は平成１７年度から１９年度までの３年間を計画期間として策定しました「とちぎ食の

安全・安心行動計画」の進行管理と評価を主な内容としています。今回は計画の最終年度

になります。 

計画は１１のアクション、２５の個別事業を掲げ、このうち１８の個別事業に推進目

標を設定して事業を実施しました。その結果、目標を１００％達成したものを達成、８

０％以上達成したものを概ね達成と評価し、これらの事業は１８事業のうち１３事業とな

り、事業全体の７２％でありました。残りの５事業については推進目標の８０％に至らず

未達成となっております。なお、平成２０年度からは、とちぎ食の安全・安心・信頼性の

確保に関する条例に基づき、新たに策定しましたとちぎ食の安全・安心・信頼性の確保に

関する基本計画により、各種施策を展開するとともに具体的な数値目標の達成に努めてま

いります。 

個別事業の評価は２ページから５ページにかけて記載しています。推進目標を設定し

た事業の３年間の目標と実績を表にまとめたものです。昨年までは各年度の目標と実績を

記載しておりましたが、今回は計画の最終年度に当たることから３年間の結果を記載しま

した。なお、推進目標を設定していない事業については６ページに記載しております。 

 ８ページをご覧ください。個別事業の実績は８ページから３３ページに記載しています。

個別事業ごとに（１）に事業・取組の実施状況等といたしまして、事業計画とその実績を

記載し、（３）に施策の展開といたしまして今後の対策を記載しております。これは平成

２０年度から基本計画により事業を推進しておりますので、基本計画に沿った内容となっ

ております。このうち推進目標を達成できなかった事業について、今後の取り組みを説明

いたします。 

１４ページをごらんください。アクション２、ＨＡＣＣＰ方式の導入促進といたしま

して、２－２食品自主衛生管理認証制度（とちぎハサップ）の導入の推進。中ほどに推進
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目標と指標名、食品自主衛生管理認証事業者数でございますが、目標数６０に対し実績が

２３となり達成率３８％でした。 

今後の取り組みとしては、認証制度について食品等事業者及び消費者等に一層の周知

徹底を図るとともに、認証取得施設を積極的に公表することにより事業者の認証取得を促

します。また、マニュアル作成が負担となっている事業者が多いことから、平成２０年度

はマニュアル作成セミナーを開催し、意欲のある事業者に対する支援を行っております。 

次に２１ページをごらんください。アクション７の食品の安全性に関する調査・研究

の推進で７－１、地域特産作物に係る農薬の効果及び残留性の研究についてですが、内容

としまして次のページ、２２ページをごらんください。中ほど（２）推進目標と実績の欄

で、推進目標の指標名、県が試験を実施する地域特産作物に係る農薬数、目標数８に対し

実績が６となり達成率７５％でした。これは生産組織から試験の要望がありましたが、作

付時期の関係で平成１９年度中の実施が困難であったので、２０年度に実施することとな

っております。同じページの７－４、残留農薬の一斉分析法の研究については、推進目標

の指標名、残留農薬一斉分析項目数の中で目標数１００に対し実績が６０となり、達成率

６０％でした。これは新たな分析機器の導入のため計画を見直しました。今後は一斉分析

法による残留農薬検査を確実なものとし、検査農薬項目の増加と検査の効率化を図ってま

いります。 

次に２６ページをご覧ください。アクション８の８－３、食育の推進。中ほどになり

ます（２）で推進目標の指標名、食育推進ボランティア数〔とちぎ食育応援団員数〕です

が、これは食育元気プランの策定によりまして、平成１８年度から指標名及び目標を変更

しております。目標数５００に対し実績が３９５となり、達成率７９％と、わずかに及び

ませんでした。各種広告媒体やイベントを活用しＰＲいたしましたが、十分浸透しており

ません。今後は食育推進のボランティアである、とちぎ食育応援団の登録と、地域におけ

る活動を促進いたします。 

 なお、２８ページのアクション９、その中で９－１、生産者と消費者の相互理解の推進。

中ほどの推進目標ですが、食と農のサポーターの登録数〔とちぎ食育応援団員数〕、これ

は今ご説明いたしましたものと同じものです。これは行動計画策定時には別の指標であっ

たものを平成１８年度の食育元気プランの策定に伴いまして統一したためです。 

 次に３４ページお願いいたします。２の危害情報の申出ですが、これは県民から住所・

氏名等を明らかにして県に寄せられた情報です。表のとおり１１４件でした。これらの情

報はすべて健康福祉センターに寄せられたもので、適切に対応しております。 

 次に３、施策の提案ですが、平成１９年度の提案はありませんでした。 

 ４のとちぎ食の安全・安心推進会議については、条例に基づく会議といたしまして、開

催状況と各委員さんの名簿を織り込んでおります。 

 ３６ページ以降は用語解説となっております。 

 以上で概要の説明を終わらせていただきます。 

（石井会長） 

 どうもありがとうございました。 

 それではただいまのご説明に対しましてご意見等、賜りたいと思います。どうぞ、どな

たからでも結構でございますので何なりと。また、ご発言の際にはマイクを持ってお話の

方をいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

どうぞ、黒内委員。 

（黒内委員） 

 素朴なことを聞くんですけれども、アクション５とアクション６の、食品営業者に対す
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る監視指導の強化と食品表示の適正化の推進ということで、施設監視達成率ということで、

平成１９年度、１００の１０２で達成と。食品表示の適正化の推進も１８に対して２９と

いうことで達成という形になっておりますけど、この達成としている、どういう調査の仕

方でどういう形をもって達成としているのかというのを一点、まずお聞きしたいと思いま

す。 

（石井会長） 

 ありがとうございます。それでは事務局の方からお答えの方をお願いします。 

（八木沢副主幹） 

 保健福祉部生活衛生課食品衛生担当の八木沢でございます。 

まず一点目の食品営業者等に対する監視指導の強化の部分でございますが、この達成

率１０２、具体的には１０１．５％の達成率という状況でございます。この判断の仕方に

つきましては、県内に調査対象施設、トータルで約３万５，０００件ございます。これを

食品による危害度に分けまして、５段階に分けてそれぞれの施設をランク分けしてござい

ます。まず、これらの施設についてランク分けしまして、多いところでは、危害度の高い

施設につきましては年３回以上の監視。次の２番目のランクとしては年２回以上の監視、

そういう形でランク分けしまして、一番下の５段階目の施設については３年から５年に１

回の監視の対象という分類をしてございます。そのようなランク分けをしまして、具体的

には１万４，３００余りの監視予定件数というのがまずベースになりまして、このベース

の数字に対しまして監視率が１０１．５％という算定の仕方をしてございます。 

（黒内委員） 

 わかりました。確かに表面上は年３回以上監視して、それによって問題ないですよと、

監視についてはきちんとやってますよということなんでしょうけれども。冒頭、保健福祉

部長が話していた事故米ですね。あれは５年間で９６回立入調査したけれども、結局見つ

からなかったと。本県も昨年の秋から今年にかけて、いわゆる産地偽装等についても３件

ほどあったと思うんですね。 

何を言いたいのかというと、監視はしっかりやっていますと言われても、現実問題と

して産地偽装等の事件がありますと、一体検査というのはどういうふうに、しっかりやっ

ているのかなという疑問を持つわけですね。前回も、昨年の委員会でどなたかの委員が安

全を保障するのはやっぱり検査と監視だと。検査・監視がしっかりなされていなければ、

いわゆる消費者の安心というのは担保できないという話があったと思うんですが、そうい

う意味から言うと、どうも県の調査とか報告書は、いつもきちんとやっていますというこ

となんだけれども、現実問題としてはいろんな問題が出ていると。どうも検査のあり方に

何か問題がないのかなという素朴な疑問を持ちますので、その点について、もしお答えい

ただければ答えていただきたいと思います。 

（石井会長） 

 それでは事務局の方、お願いします。 

（八木沢副主幹） 

 生活衛生課の八木沢でございます。 

 委員ご指摘のとおり、一律、例えば最も危害度が高い施設で年３回以上ということで整

理してございますが、実際には一律そういう形ではございません。例えば、その地域の実

情に応じて、あるいは通常の監視においてやはり問題が多い施設等についてはそれに見合

った形での調査を実施しております。 

 例えば、本県は、ご存じのように県北地区は大きな観光地を抱えていまして、やはり一

つ大きな事故を、例えば食中毒なんかが発生すれば、やはり地域の経済にも関係する、そ
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ういう状況もございます。また、大きな製造施設も数多くございます。そういったところ

については、やはり重点的に実施すべきであろうということで、それぞれの地域の実情等

を勘案して、各健康福祉センターごとに独自の目標を設定して監視・指導を実施している

という状況がございます。 

（石井会長） 

 よろしゅうございますか。ありがとうございます。 

 はい、どうぞ。 

（長尾委員） 

 今の点と関連してお尋ねしたいんですけれども、こうした報告書の具体的な成果を、今

のような件数とかではなくて、どこかで客観的に評価できないのかなということで、少し

この報告書を見させていただいたんですけれども。 

例えば３２ページのアクション１１のところに食品表示ウォッチャーによるモニタリ

ング活動の推進というところがあります。その中で（３）の施策の展開というところで、

「食品表示ウォッチャーのモニタリング結果に基づき」というふうにあるんですけれども、

このモニタリング結果について、わかっている範囲で結構なんですけれども、どのような

結果が得られているのか。それが今のお話と関連しているんじゃないかと思ってお尋ねし

ます。 

（石井会長） 

 それでは、お答えの方をよろしくお願いします。 

（河南経済流通課長） 

 経済流通課でございます。お答えをいたします。 

 このウォッチャーの制度なんですけれども、我々も国の制度に倣いまして平成１４年か

らスタートしております。今まで毎年というか、毎年度というか、お願いをして続けてき

たところでございますけれども。おかげさまをもちまして、結果としては主に生鮮食料品

の原産地の表示率というんでしょうか、上がってきておりまして、平成２０年度の１回目

の調査のベースで見ますと、全体の８５％程度は極めて表示がきちんとなされているとい

うような結果になっております。 

 ちなみに一言付言させていただきますと、この後のフォローという形で、必ずしも十分

ではない、そういう店舗に対しましては、県から、あるいは国の農政事務所とも協力をし

て現地指導に入る、あるいは文書を発出するといった、そういう取り組みでフォローアッ

プをしているところでございます。 

（長尾委員） 

 一応確認ですけれども、そうすると８５％がきちんと表示されていて、それが適正な表

示であるというふうに判断されているというふうな。 

（河南経済流通課長） 

 この表示率につきましては、まず、そもそも表示がされていない。例えば国産か外国産

かというものが表示をされていない、その部分を見ていただくという形でウォッチャーの

方からご報告をいただいておりまして、その表示自体が真正かどうか、であるところはな

かなかウォッチャーの方々では判断はできないというふうに思っております。 

（長尾委員） 

 後者のところが今すごく重要になっていると思うんですけれども、その辺を監視する仕

組みというのはどういうふうになっていますか。 

（河南経済流通課長） 

 先ほど黒内委員の方からもございましたけれども、我が県におきましても昨年度から、
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いわゆる産地偽装というものが表面化しているわけなんですけれども、我々のところには

いろんなルートで情報が入ってまいります。例えば国の方に寄せられた匿名の情報、そう

いったものが農政事務所を通じまして県の方に通知をされてくる場合もありますし、それ

から我々の方に直接食品表示１１０番ということで、まあ匿名の方が多いんですけれども、

お電話いただく。何かおかしいんじゃないかというお電話が入ることがございます。我々

といたしましては、その情報を受けて、どうも信憑性が高そうだというような場合には現

地に赴きまして調査をして帳簿等のチェックを行う、そういったことで対応しているとこ

ろでございます。 

（長尾委員） 

 ありがとうございます。きちんと情報を集めて対応をされているというふうなこと、お

おむね今のでわかったんですけれども、その辺のウォッチャーがカバーできないようなと

ころが重要だと思うんですよね。ですから、こういうような情報があって、何件調査して、

それがこうであったというふうなところも、こういうふうなところにオープンにしていた

だければ、より我々としても安心できると思いますので、ご検討いただければと思います。

よろしくお願いします。 

（石井会長） 

 どうもありがとうございました。 

 ほかにございますでしょうか。 

 それでは、この後もまだ全体討議がございますから、先に進めさせていただきまして。

まだたくさん、ご意見賜る時間はございますので、よろしくお願いしたいと思いします。 

 それでは（２）の食品衛生法施行条例の一部改正につきまして、事務局からご報告お願

いいたします。 

（八木沢副主幹） 

 保健福祉部生活衛生課の八木沢でございます。 

 この１０月１６日付で交付されました食品衛生法施行条例の一部改正についてご説明い

たします。資料は№２をごらんいただきたいと思います。 

 まず改正の趣旨でございますが、食品衛生法並びに栃木県食品衛生条例による許可の対

象業種以外の食品製造業等について届出制を導入することなどにより、食品の安全性の一

層の向上を図るため所要の改正をいたしました。 

 改正の内容といたしましては、届出制の導入と健康被害情報等の報告義務規定の追加が

ございます。 

 まず、届出制の導入につきましては、この資料の４番に参考としてお示しいたしました

概念図もあわせてごらんいただきたいと思います。まず届出制の導入につきましては、こ

とし３月に策定いたしました、とちぎ食の安全・安心・信頼性の確保に関する基本計画に

基づきまして、食品衛生法等による許可の対象業種以外の食品関係施設を把握して、監視

指導の対象を拡大することを目的といたしまして、これまでにない新しい制度として届出

制を導入するものでございます。届出を要する業種等といたしましては、まず食品衛生法

等に基づく許可の対象業種以外で比較的危害度が高いと判断した食品または添加物の製造

業または加工業、いわゆる食品製造加工業等。営業以外の場合で学校・病院・その他の施

設において継続的に、不特定または多数の者に食品を供与する、いわゆる給食施設を対象

としております。 

次に健康被害情報等の報告義務規定の追加についてでございます。これまで健康被害

情報等の報告につきましては、法的には患者を診察した医師にのみ義務づけられていたに

すぎません。ことし１月に発覚しました中国産冷凍ギョウザ事件を契機といたしまして、
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この４月に国が定める食品等事業者が実施すべき管理・運営基準に関するガイドライン、

このガイドラインは食品衛生法施行条例のいわゆる準則に当たるものですが、このガイド

ラインが改正されまして、健康被害情報等の報告規定が追加されたわけですが、これを受

けまして本県としても営業者が公衆衛生上講ずべき措置の基準を改正いたしました。 

追加した規定といたしましては、営業者は製造し、輸入し、加工し、調理し、または

販売した食品等に関し、次に掲げる情報を得たときは速やかに知事に報告することといた

しました。一つ目として、消費者からの健康被害についての情報。ただし健康被害といい

ましても医師により当該食品等に起因し、またはその疑いがあると診断されたものといた

しました。二つ目として、当該食品が営業者の自主検査により規格基準違反が判明した場

合など、法違反についての情報でございます。 

次に施行期日等についてでございます。届出制の導入につきましては、営業者に対し

て一定の周知期間が必要であろうという判断から、約３カ月間の周知期間を設けまして、

年末年始の県の休日明けであります平成２１年１月５日からの施行、健康被害情報等の報

告義務規定の追加につきましては、緊急性を要することから公布の日から施行することと

いたしました。なお届出制の導入につきましては、既存の営業者に対する経過措置を設け

てございます。以上でございます。 

（石井会長） 

 どうもありがとうございました。ただいまのご説明につきまして、ご質問等ございます

でしょうか。 

 これは届出義務があるということなんですが、例えば、これを届出しなかった場合は何

かペナルティがあるんですか。 

（八木沢副主幹） 

 これは義務ではあるんですが、罰則等の対象にしてはおりません。 

（石井会長） 

 ありがとうございます。 

 それではまた、よく見ていただいたり、この後もまたＢＳＥの問題等ございますので、

そこも含めてこの後、全体討議を進めたいというふうに思っておりますので。 

 それでは先に（３）の「２０ヶ月齢以下の牛のＢＳＥ検査について」、２０ヶ月以下と

いうところのは、今までずっと検査がなされておりましたけれど、今日、またご説明いた

だきますように義務づけが、ほかの県も行っておるわけでございますけど、予算措置の問

題とか、こういった問題によって、国の方の補助がなくなるとか、極めて大きな変化の流

れがございますので、この辺につきまして事務局の方からのご説明をお願い申し上げます。 

（八木沢副主幹） 

 では続きまして２０ヶ月齢以下の牛のＢＳＥ検査について、ご説明させていただきます。

経緯とＢＳＥ検査の現状、そして今後の対応の順でご説明させていただきます。 

 まず、これまでの経緯でございますが、既にご承知のとおり、我が国におきましては平

成１３年９月に国内最初のＢＳＥが確認されまして、この年の１０月から全頭検査が始ま

りました。その後、平成１７年８月から、この検査の対象月齢が２１ヶ月齢以上に変更さ

れまして、さらに平成２０年７月末日をもって２０ヶ月齢以下のＢＳＥ自主検査費用の国

庫補助が打ち切られたわけですが、本県におきましては当分の間、自主検査を継続するこ

ととしております。 

ここでＢＳＥ検査の現状でございますが、ことしの８月末現在の検査の実施状況は、

この表にお示ししたとおりでございます。ＢＳＥ陽性牛につきましては、これまで国内に

おいて死亡牛１３頭を含め３５頭が確認されておりますが、県内におきましては確認され

 － 8 －  



ていないという状況でございます。また、平成１９年度の本県におけるＢＳＥ検査頭数は

７，９６９頭、そのうち２０ヶ月齢以下は９１７頭、全体の１１．５％という状況でござ

います。参考として、宇都宮市につきましては、検査頭数は５，５８６頭、そのうち２０

ヶ月齢以下は２，６２３頭で全体の４７％という状況です。 

次に今後の対応についてでございます。ご承知のように既に食品安全委員会におきま

して科学的な評価・検証の結果として、２０ヶ月齢以下の牛に対するＢＳＥ検査を省略し

ても特定危険部位を除去すれば、人のＢＳＥ感染のリスクは増加することはないとの見解

が示されております。もちろんこの評価・検証結果につきましては、本県といたしまして

も十分理解しているところではございますが、次に掲げました理由によりまして、本県と

しては当分の間、自主検査を継続することとしております。 

まず一つ目の理由といたしまして、自主検査を省略することについては、依然として

県民の十分な理解を得ているとは言いがたいことから、現段階での自主検査の終了は、県

民や関係事業者の混乱を招く恐れがあるということ。二つ目といたしまして、ことし９月

に行われました厚生労働省の調査によりますと、平成２１年度以降の自主検査について、

この時点で中止を表明している自治体はないこと。また仮に自主検査を終了した場合、食

肉流通において自主検査継続の自治体との差別化、あるいは地域間の格差が懸念されるこ

となどが挙げられます。 

以上の状況から、今後の自主検査の継続につきましては、引き続き県民や関係事業者、

そして他の自治体の状況等を勘案しながら慎重に判断することとしております。 

資料の最後に今年度のＢＳＥ検査に要する予算措置の状況を紹介させていただいてお

ります。ちなみに自主検査に要する費用として、７５万５，０００円の予算を確保してお

ります。 

以上でございます。 

（石井会長） 

どうもありがとうございました。 

これは２０年の７月末をもって国の補助が打ち切られたわけでございますので、残り

の部分で７５万５，０００円ということで、来年度からは、もう全額県の負担ということ

になるわけですよね。 

（八木沢副主幹） 

 そうです。 

（石井会長） 

 ありがとうございます。 

 どうぞ委員の皆様、このＢＳＥも含めて、ご意見・ご質問等を賜りたいと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

 藤沢委員、お願いします。 

（藤沢委員） 

 この検査の頭数の中に死亡牛というのがあるんですが、死亡牛というものの説明をお願

いしたいと思うんですが、どういう状況の死亡牛なのでしょうか。 

（畜産振興課） 

 死亡牛というのは、実は農場で飼われていた牛が自然に死んだ場合に、２４ヶ月齢以上

の牛はすべてＢＳＥ検査をするということでございます。ですから農家の方が牛を飼って

いて、その牛が農家で死んでしまった場合に２４ヶ月齢以上だと、すべて検査するという

ことでございます。 

（石井会長） 
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 ありがとうございました。よろしゅうございますでしょうか。 

（藤沢委員） 

 死亡の原因とかということには関係なしに、全部検査をしているということですね。 

（畜産振興課）  

 はい。原因については、ＢＳＥ特別措置法では届出項目にはございませんけれども、例

えば獣医さんが診断したものについては県として独自に集計してございます。 

（藤沢委員） 

 ありがとうございました。 

（石井会長） 

 どうもありがとうございました。 

 どうぞほかに。はい、山岡さん。 

（山岡委員） 

 先ほどの質問にも関連するんですが、食品衛生法の条例の一部改正ということで、義務

づけというか、検査については罰則とかそういうものは何にもないということをおっしゃ

られましたね。ここ何日か、大手のハム業者なども、やはり自分のところで、わかってい

たんですけれど、やはり公表しなかった。今、いろいろな問題が起きているときに、業者

って、なかなか自分で自己申告しないで、どうにかおさまってしまえばいいというような

感じで、何かこう、消費者が不安を抱くところばっかりなんですね。冒頭、黒内委員さん

がおっしゃったように、食の安全・安心という、こういうような立派なものがつくられま

して、消費者の安心・安全を、行政ともども守っていただく制度ということで、いろいろ

なところでやっているとは思うんですけれど、実際には事件がもう毎日のように起きてい

るんですね。消費者はどういうところで信頼をしていいのかというのがわからないんです

ね。会長さんがおっしゃったように、栃木県で、やはり身近なところでしっかりとした農

政、食品の施策をしっかりとして、消費者にきちんとした形で、見える形で、安全が守ら

れるということが一番望むところなんですけれども、やはり今、外国から来るものも、や

っぱりこれはもう防ぎようがない。現実に、お店に行っても、消費者は全部手だてができ

るかということで感じましたときに、やはり食の安全を守っていくには、行政がやっぱり

罰則というか、そういったところをきちっとしたところで示していかないと、交通ルール

の違反じゃないですけれども、たまたま見逃してしまって通り抜けたみたいなところが非

常にあるように感じています。やはりこういう行政でやれるところは、きちっとした法の

整備をしていただきたいというのが、一つの問題ではなくてすべてに関して感じています。 

（石井会長） 

 ありがとうございます。 

 この辺は県の、今、山岡委員、非常に重要なご意見言っていただきましたので、国への

働きかけとか、あるいは県独自の条例をつくるとか、そういった動きとか対応というのは

いかがでございますでしょうか。 

 課長、お願いします。 

（小野塚生活衛生課長） 

 生活衛生課、小野塚でございます。 

 食品衛生法に基づく罰則ということにつきましては、食品衛生法、非常に古い法律でご

ざいまして、昭和２２年にできている法律で、それから逐次改正しているわけでございま

す。当然その中の罰則というものについては、それ相応の罰則規定というのが設けられて

おります。ただ、ご案内のように、今騒がれている一連の食の問題につきましての直罰と

いうものは、食品衛生法の中でないのは事実でございます。ただ、間接的に、例えば今日
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報道がありました某ハム会社の水道水を使ったシアンの問題については、当然、井戸水使

用の場合は水質検査を実施し、有害物質が含まれていない水道水、そしてまた滅菌された

水道水を使うということで規定が設けられております。ただ、それが履行されなかったか

ら直罰ということについてまで規定というものはございません。 

いずれにしましても食の安全・安心という問題につきましては、私ども行政としてや

るべき行為というのは当然やっていかなくてはならないと当然考えているわけですけれど

も、やはり今ここで問題になっている大きな問題というのは、決して責任転嫁するわけで

はございませんが、いわゆる企業のコンプライアンス、法令遵守、あとは会社のモラルハ

ザードというんですか、社内倫理ですね、この辺を断固として履行していただくというこ

とをやっていっていただかなくちゃいけないんじゃないかなというふうに私どもは思って

おります。私どもは先ほど申し上げました立入検査、食品衛生法に基づく立入検査の中で

は、その辺は強く指導を図っているところでございます。 

当然こういうふうな問題につきましての国、法の罰則規定とか、あるいは条例の罰則

規定というのは、当然やっぱりこの事故・事案についてどう対応していくかということに

ついて、法律については国の方に要望をしていきたいというふうに思っていますし、条例

の中ではまた条例の中で研究していかなくてはならないのかなというふうには考えており

ます。 

ただ、今、既存の条例あるいは法の中では、今の食の安全に対して進めていかなけれ

ばならないということで考えているところでございます。以上でございます。 

（石井会長） 

 ありがとうございました。 

それでは髙橋委員、お願いします。 

（髙橋昭明委員） 

 今、山岡委員さんもおっしゃいましたけれども、きちっとしたやっぱり行政の指導、こ

れが必要でございまして、新聞報道や何か、ちょっと遅いじゃないかと。先日やっぱり関

西の方で事故米に関して消費者から、もたもたしていないで早く新聞に載せろということ

で、ちょっと勇み足で早く載せちゃったと。それによってお菓子屋さんが２００何十件も

全然知らないで、全く当事者が知らないで報道されたと。それによって有名な愛知県のお

菓子屋さん、全国に知れているお菓子屋さんの社長さんがやっぱり自殺したという例もあ

りますので、ただ、うわさで報道されては困ると。きちっとした根拠のもとに、報道する

ときはしていただきたいと。よく話し合ってというと、だめだということで、行政の方で

一発上からボンと出されちゃうと、風評被害で２００何十件のお菓子屋さんが自分で身に

覚えのないことで、それから売れなくなってしまった。これはもう今まで何十年も営業し

ていたのが一遍にその信用がないことで、あんまり急いだために自分の職を失ったという

例もありますので、報道には十分、根拠をつかんで報道していただきたいと思います。 

（石井会長） 

 ありがとうございました。 

 黒内委員、お願いします。 

（黒内委員） 

 今の話の中で一点だけ、誤解があるといけないのでマスコミの立場として説明しておか

なきゃならないかなと思うのは、我々はよく、新聞が書くから不安をあおったと言われる

んですけれども、基準値を上回る、今回の伊藤ハムの例の地下水源の話もそうですけれど

も、基準値を上回るシアンが検出されたと。だからそれをきちんと報道しているんであっ

て、過去にも水俣病を見てもわかるように、砒素ミルク、または四日市ぜんそくとか、
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日々の、何て言うんですかね、微量であって、それは基準値を上回っても健康には別状な

いんだと、マスコミは騒ぎ過ぎると僕らはよく言われるんです。しかし、こと食の問題に

関しては、毎日我々が食べておりますから、それが一日の基準を上回っていても継続して

食べていれば甚大な健康被害につながっていくわけですね。ですから一日の基準値を上回

った問題で大騒ぎするんじゃないという方もいるけれども、それは看過できないというこ

とをまず一点、言っておきたいと思います。 

 あともう一点は、先ほど行政の立場で強く指導しているけれども、それが履行されなく

ても罰則はないと。これは企業のコンプライアンスの問題だという話でしたけれども、私

は行政というのは、県民の税金を預かって、いろんな県民の暮らしと命を守るという立場

で、やはり行政をやっていく立場にある者は、やっぱりそういう視点を忘れてはいけない

と思うんですね。企業のコンプライアンスと言ってしまえば、もう企業の責任の問題です

よということになりかねないので、そういう言い方はやめていただきたいということを一

点。 

 あと伊藤ハムの問題で、今回地下水については、検査は義務づけているけれども、その

報告は、いわゆる企業側が、いわゆる自主的な報告だという話なんですが。県内にも地下

水を水源として食品加工をしている企業が随分あると思うんですよね。これはやっぱり伊

藤ハムの問題は、他山の石じゃなくて、やっぱり県内に置きかえてみれば、相当そういう

業者もあると思うので、それらに対する県の今後の対応、対応というのは調査するのかと

か、または何ですかね、具体的に今どのようなことを考えているか。そこら辺をお聞きで

きればと思います。 

（石井会長） 

 ありがとうございました。 

 それでは小野塚課長、お願いします。 

（小野塚生活衛生課長） 

 今、一つ目の最初のコンプライアンスということは、決して企業に押しつけているとい

う気は、そういうつもりで私は発言したわけではございませんので、あくまでも私どもは

そういう、まずもって企業がやっていただくことは当然やっていただく。そのために私ど

もは指導をしていくということで、すべて企業側の責任ということではございませんので、

それだけはご理解いただきたいと思います。 

 もう一つ、まさに今問題になっているハム会社の件につきましてでございますが、県内

にも、公共水道を使っているものについては水質検査の義務づけというのはございません

けれども、飲用井戸、井戸水を使っているものについては当然検査をしなければならない

ということで、検査をしてもらっております。県内に幾つかの、特に大きな企業について

は井戸水を使っております。それについては水質検査を履行しているかどうかということ

について、まず今までは私ども現況としては、立入検査の中でチェック項目の一つとして

検査をしております。今回のこの事案につきましては当然、対岸の火事ということでは考

えてございませんので、私どもとしても即、水質検査の履行状況というものは確認すると

いうことで指示しているところでございます。 

 以上でございます。 

（石井会長） 

 ありがとうございました。 

 よろしゅうございますか。はい、どうぞ、津久井委員。 

（津久井委員） 

 この会議に初めて参加させていただきますけれども、皆様方のご意見を聞かせていただ
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きまして、本当に食の安全・安心に対しては重要な時期に入ったなというような感じがい

たしております。私も生産者の一人として栃木県のＧＡＰを取り入れて、その達成度がほ

ぼ達成しているということで、あとはハサップについては、どうもまだ未達成だと。やっ

ぱり立場立場によって危機感が違うんではないのかなという感じがいたしております。そ

こで行政の方としては、未達成の部分について必要目標を掲げたわけですから、それを早

急に数値目標を達成するための手法というものはとっていかなければ、その責任を果たせ

ないんだろうという感じがします。ハサップについて今後どのように対応していくのかと

いう点をまず第一点、お伺いをしたいと思います。 

 また全般的になりますけれども、ＢＳＥ、この件に関して国は２０ヶ月以下は安心だと、

お墨つきを与えております。なかなか私も厳しい立場だろうと思うんですが、県としては

やはり周りの状況を見ながら、ほぼ全体的に、全国的にも安心だろうというような流れが

できたら、栃木県としても２０ヶ月以下の検査はやめようかというようなニュアンスに聞

こえますが、財政だけで食の安全・安心は語れませんが、実際には検査等をするにしても、

県税を、５万なり１０万なりの経費がかかっているわけでありますから、どうしても厳し

い県財政の中で費用効果といいますか、こういったものを上げていく上では、国がお墨つ

きをつけたものに対してまでも、より検査を徹底してやっていくということについてどこ

までやれるのか、どこまで県民の皆さんがそのことに対して承知をしてくれるのかといっ

たところまでの深いＰＲをした上で続行すべきではないのかと。急に国の補助金がなくな

るわけですから、約９００万ですか、県民の負担増になります。一つＢＳＥをとりまして

も、こういうような状況になってきますから、これも安心、あれも安心、そのためにこれ

もしなさい、あれもしなさいということになってきますと、大変に県財政としても厳しい

ところが出てくるんですが、この点に対して一点、二点目。 

あとは最後になりますが、先ほども別の委員さんからお話がありました。違反食品と

いうんですか、不安な食品を出した生産者、業界、そういったところに対して余りにも罰

則が緩いのではないか。食の安心・安全につきましては多岐にわたっていろんな要素があ

りますから、発生者といえども、これは１００％意識してやった人と不可抗力と、地下水

が汚染されていたのがわからなくて、たまたまやってしまった。それから自分も企業をや

っているんで報告がおくれてしまったというところには若干の誤差があるとは思いますが、

やはり一罰百戒という言葉も古来からあります。やはりこれはもう意識的に間違いなく安

全でないことがわかっていながら自分の利益のためにやったということがはっきりすれば、

これは自己責任というルールをしっかりつくっていただいて、新聞報道等で健康被害に気

づいたということじゃなくて、自らがその責任をとるというような、やっぱり企業風土、

そういうものを栃木県の中からしっかりと皆さんつくっていきましょうという運動を、こ

の委員会が中心になって上げていただければと思います。 

（石井会長） 

 どうもありがとうございました。 

 大変重要なご指摘もいただきましたので、３点ほどですね。特に冒頭、経費のお話がご

ざいましたように、安全は確かに絶対必要なんですけれども、そのためにはやはり当然コ

ストがかかってくる。ＢＳＥに関しましてもほぼ１，０００万円、これから、来年度から、

予算計上をこれだけでもしなきゃいけない。それからまた国の方では２０ヶ月齢以下の牛

に対するＢＳＥ検査を省略しても、脳・脊髄などの特定危険部位を除去すれば、人のＢＳ

Ｅ感染のリスクが増加することはないんだというようなお話もございますから、こういっ

たところで、安全とコストの問題も含めて委員の皆様からもご意見を賜れれば大変ありが

たいというふうに思います。 
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 ではどうでしょうか。はい。 

（柿沼委員） 

 柿沼です。よろしくお願いします。 

 先だってニュースとかで、食品中に防虫成分パラジクロロベンゼンやナフタレンの混入

事件とか、いろいろ多くニュースなどでも報道されて、仕事上そういった分析をしている

んですけれども、今までなかなか薬局等で販売されているような防虫成分とか殺虫成分と

かを実際に分析に組み入れて、そういった生産管理とか、最終的には店頭に並んでいる商

品の安全管理はなかなかされていないんですね。 

それの一つの原因として自分がよく思うのは、農薬という形で販売されているものだ

と、皆さん農薬取締法であるとか食品衛生法であるとか、そういったところでこれは農薬、

これは扱ってはいけない、これは入ってはいけないという認識は非常に高いと思うんです

けれども、実際薬局で販売されている殺虫剤であるとか防虫剤であるというものは、実際

にどこの家でも、お子さんがいたり何だかんだ食器が置いてあるようなキッチンとかでバ

ルサンとか、商品名はちょっと不適切かもかもしれないですけれども、そういった防虫剤

であるとか、そういったものを使用しているわけですよね。そういったものは農薬の顔を

していませんけれども、実際測定すると農薬のような成分が入っていたり、今回問題にな

っていた防虫剤のパラジクロロベンゼン、ナフタレンとか、ナフタレンは最近ないですけ

れども、そういったものが非常に多く存在している。実際にこういった生産者とか食育と

かの関連で、そういった農薬とか食品に関しての教育もさることながら、実際に流通して

いるさまざまな生活用の家庭用の化学薬品とか、そういったものに対しての啓発とか、教

育とかも必要になっていくのではないかと思うんですけれども、ちょっと意見として述べ

させていただきました。 

（石井会長） 

 ありがとうございました。 

 どうぞ。 

（小久保委員） 

 今回、伊藤ハムの水の件ですね。実はＨＡＣＣＰシステムの普及啓発ということで、全

国で講習会をやっているんですけれども、事業者の方は結構水の重要性というのを認識し

ていないところがあるんですね。そういう点で、企業側の対応の問題がありますけれども、

このことで非常に大きく取り上げられたということは、案外よかったという気が私はして

いるんです。 

 もう一つ、今回のアクション２で自主衛生管理認証制度、とちぎハサップですか、これ

の達成率が非常に低いということなんですけれども、これはやっぱりＨＡＣＣＰシステム

に対する誤解だとか思い込みが非常に強いという気がするんですね。たまたま栃木県では、

来月、栃木県の食品衛生協会の協力で、栃木県で研修会をやりますんで、そこである程度

そういう興味を持っている方、施設は、ＨＡＣＣＰシステムは当然なんだというような認

識を持っていただければいいなと思って。この達成率、来年度に期待しているところがあ

るんですね、実は。 

 それからもう一つ、ＢＳＥの問題に関してちょっと言わせていただければ、私は食品安

全委員会で、もう大丈夫だというお墨つきを出したものが、厚生労働省もそれを踏まえて

補助金を打ち切ったという経緯があるし、食品安全委員会の委員の方々がいろんな書いて

いるところで、やっぱり自治体、こういう安全という実態にもかかわらずこういう検査を

続けるということは、非常にむなしいという話を聞きますので、私はやっぱりこういう委

員会で、栃木県というのは結構進んでいるところもありますので、英断をしていただけれ
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ば、私はむだな費用というのはなくなるというように感じています。 

（石井会長） 

 ありがとうございます。 

 いかがでございましょうか。はいどうぞ、大山委員さん。 

（大山委員） 

 今、消費者が非常に不安になる問題がいろいろ出ておりますけれども、我々も、私も一

人の生産者としまして、生産や輸入、そして加工・流通・消費など、昨今いろいろと複雑

化していると思いまして、特に輸入農産物の問題が非常に、主に取り上げられているわけ

です。その中で消費者が実際に原産国表示、あるいは表示の仕方、これについてかなり不

安がっている。あるいはわかりにくいというものが非常にあるなというふうに、常日ごろ

感じます。生産現場としましては、ＧＡＰの問題やあるいは生産チェックリストとか、大

分浸透しています。今も方々に回りまして、かなり浸透はしている。その中で、ぜひ表示

の件でわかりやすいような表示の仕方、これはＥマーク食品も絡んでくるんだと思うんで

すが、やはり表示の部分が、後ろを見てもなかなか細かい字で書いてあって原産国表示で

すか、そういうものがわかりにくいというのが、非常に大きな問題を生んでいるのかなと。

ですから表示の部分、もっともっとわかりやすい表示の仕方なんかも今後ぜひ検討してい

っていただければありがたいと、そんなふうに感じています。 

（石井会長） 

 ありがとうございました。 

 表示については何かありますか。どうぞ、富永委員。 

（富永委員） 

 このところ、ずっと食品に関しては次々とニュースがあって、ちょっと安心して買い物

ができないなという感じがしてしまったんですけれども、景品表示法もそうですけれども、

加工食品にもぜひ国別の表示をつけていただきたいなと思っています。 

ちょっとニュースで見たんですけれども、でき上がった業務用の「あん」にも、北海

道小豆１００％と明示してあるのに中国製とか、それからインゲン豆などが入っていて、

実際には北海道の小豆１００％ではないということが検査でわかったというふうなニュー

スを見たんですけれども、それは業務用の「あん」なので、パンとか、それからお菓子の

中に入れてしまっているので、業者とのやりとりで、私たちは実際にはよくわからないで

買っているという状態なんですね。中国の食品ですか、大豆もそうですけど、ちょっと農

薬とか心配な点が出ているので、「あん」だけではないと思うんですが、今度は主材料じ

ゃなくて副材料ですね、それも問題が出てきているので、細かいところですけれども、国

別をぜひつけていただきたいなと思いました。 

 それから監視ですね。ぜひ食品表示の方の監視もそうですし、それから生産者に対する

監視・指導ですね。それから衛生面の監視・指導もこれからはぜひ強化をお願いしたいな

と思いました。伊藤ハムの井戸水の検査、大体１カ月に一度ぐらいは普通検査することに

なっていると思うんですけれども、その検査とか、それから運ぶ途中に殺虫剤を置いてあ

るんですけれども、それもよく気をつければ防げると思うんですね。ぜひ監視・指導をお

願いしたいと思います。 

（石井会長） 

 ありがとうございます。 

 はい、小野口委員。 

（小野口委員） 

 いろいろと出ておりますが、ちょっと私の方からお願いしたいと思うんですが。今いろ
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いろ出ているハサップの問題もそうでしょうし、コンプライアンスの問題もそうでしょう

し、いずれにしてもやっぱり生産者と製造、それを法で守って、いろんなことをこうしな

さい、ああしなさいということで言っているわけですね。それはやはり最終的にそれを守

らせるのはやっぱり行政じゃないかなという感じがしています。今、皆さんがおっしゃっ

ているように、行政の監視・指導、これは大変重要だと思います。しかしながらここに来

て予算、先ほど津久井先生もおっしゃっていましたけど、予算的な問題で、監視員そのも

のの減少とか、あるいは検査体制の予算の確保がとれないとか、そういうものはここでも

う一度見直すべきじゃないかなと、そういう時期に来ているんじゃないかと。だから自主

管理、自主検査というのはもう限度が来ているんじゃないかと。ということは、こういう

時代ですから少しでも軽減したい、会社としてみれば。そのためには１カ月で一回やるべ

きところを２カ月に一回とか、そういうとびとびになっちゃう。その辺をやっぱり検証し

ていくのが行政じゃないかなと思いますので、この場で申しわけないんですけれども、や

っぱりここで行政のあり方というか、それをもう少し見直すべきかなと。 

それからＢＳＥの問題もそうかもしれません。だから先ほど言ったように国でそうい

うことで、２０カ月齢以下のものはもう安全だというのであれば、それはそれとしていい

んだと思うんですね。別の方にもっと力を入れて、やっぱり最終的には消費者と生産者、

それの信頼関係だと思うんですね。我々も業態的に消費者懇談会というのを過去やってい

ます。それで必ず出てくるのが、現在は食べ物であれば安全・安心ですよね。どうなって

いるんですか、中国産どれだけ使っているんですか。そういうのが必ず来ますね。そうい

う場合に、本当に大丈夫なんだよという信頼をもたせるためには、やっぱり行政がお墨つ

きというか、それがもっともっと出て行って検査や何かをするべきかなという感じがいた

します。 

（石井会長） 

 どうもありがとうございました。 

 この資料のナンバー３－２は、ここで先ほどの小野口委員のお墨つきというお話もあり

ましたけど、内閣府の食品安全委員会の事務局のＢＳＥの現状についてということで、詳

しくここで出ております。きょうは時間的な関係もございましたのでご説明はありません

でしたけれど、そういう国の方のお墨つきが出ているものと、それからまた、ほかのもっ

と重要な、あるいはこれももちろん重要なんですけど、検査・ウォッチングしなければな

らないところというか、そういったところも山のようにあるわけですから、そういった整

理をしっかりこれから、先ほど委員の方からのお話がございましたように、生産者・消費

者それから行政と、三位一体で取り組んでいかなければならないというふうに思っており

ます。 

委員の皆様、ほかに。はい、どうぞ。 

（長尾委員） 

 ＢＳＥのことでちょっと確認したいことがあって、お尋ねしたいんですけれども。 

 一つは死亡牛のことについて、先ほど死亡牛の検査、２４ヶ月齢以上の死亡牛について

はという話だったんですけれども、死亡牛については２４ヶ月が境目になっているのかど

うかということ、２１ヶ月ではなくて、ということと、その肉が流通しているのかどうか

と、マイナスだったときに、ということ。 

 それからＢＳＥ陽性が栃木県ではゼロですけれども、全国で３５例出ている中で、２０

ヶ月齢以下の牛からＢＳＥが陽性だった症例がないのかどうかというようなこと。 

 それと輸入の肉、アメリカからの輸入の肉というのはもう全国に流通していますけれど

も、アメリカの輸入の肉については月齢が何ヶ月齢以上のものについてされているのかと
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いうふうなこと。 

 以上について、２０ヶ月齢以下のものについて検査をやめるべきかどうかというふうな

ことについての予備知識として教えていただきたいんですけれども。 

（石井会長） 

 ありがとうございました。それでは次長、お願いいたします。 

（山口農政部次長） 

 農政部次長の山口と申します。 

 まずは死亡牛の話ですね。死亡牛は２４ヶ月齢以上の死亡牛の検査をするということで、

死亡牛は農場で死んだ牛ですので、場合によると生後、生まれた途端に死ぬ牛もいるわけ

ですね。０ヶ月というか、生まれ落ちるとき。そういう牛までは検査しません。ＥＵあた

りは食肉用の牛は３０ヶ月齢以上の牛を検査していまして、ＢＳＥは歳をとらないとなら

ないというようなことなものですから、検査は必要ないということなんですね。ですから

死亡牛につきましては２４ヶ月齢以上。死亡牛というのは農場で死んだ牛ですので、これ

は肉にも何にもなりませんので、一切肉が流通に回るというようなことはありません。 

 ３５例のＢＳＥが日本国内で発生している中で、２０ヶ月齢が９例目だったかな。それ

から２３ヶ月齢が８例目にあったと思います。どうも世界的にはこの２例はＢＳＥじゃな

いんじゃないかなんていう説もあるんですが、８例目の２３ヶ月齢は栃木県で肥育された

牛で、これは茨城県のと場でとさつされた牛です。今アメリカは、アメリカの牛肉はどれ

も全部日本に輸入しろというような話をしていますけれども、日本はそうじゃないという

のを言っているのは、その２０ヶ月齢のＢＳＥが過去にあったということで、２０ヶ月齢

でもＢＳＥは発生するというのが日本の公式な考え方なんです。アメリカから今牛肉を輸

入していますけど、あれは２０ヶ月齢以下なんですね。アメリカはＢＳＥ検査を日本のよ

うにやっていませんので、アメリカ国内で流通している牛肉はほとんど２４ヶ月齢未満な

んだそうですが、輸入の条件は２０ヶ月齢以下にしているんです。国の人に聞いたらこう

いう言い方をしていました。大学生と高校生の区別はつかないけど、小学生と大学生の区

別はつくと。ですから小学生みたいな牛肉を入れていますというようなことなんです。で

すから２０ヶ月齢以下で検査をするとか、しないとかという話につきましては、日本国内

で２０ヶ月齢が発生したということなんです。アメリカの牛肉を輸入してもいいという考

え方と、それはしてはだめだという考え方のところで２０ヶ月齢にこだわるのは、その部

分なんです。日本は全頭とさつした牛を検査していますけれど、アメリカはしていません

ということなんです。よろしいですか。 

（長尾委員） 

 確認ですけれども、２０ヶ月齢で１例発生していますと。２０ヶ月齢はＢＳＥが発生す

るので危険だというのが国の公式見解だとすると、２０ヶ月齢以下の牛については安全な

ので検査をしなくていいという国の見解と矛盾するんじゃないかと思うんですけど、その

点は問題ないんですか。 

（山口農政部次長） 

 ごめんなさい、失礼しました。私、ちょっと間違ったことを言いました。訂正します。

２０ヶ月齢じゃなくて２１ヶ月齢でした。２１ヶ月齢と２３ヶ月齢です。ですから２０ヶ

月齢はオーケーということです。すみません、訂正させてください。 

（石井会長） 

 それでは中村副会長。 

（中村副会長） 

 ただいまのＢＳＥの検査の問題について、資料３－１に今後の対応ということで県の対

 － 17 －  



応が示されておりますけれども、私は個人的には国の食品安全委員会が言っているように、

省略をしてもさほど問題は起こらないのかなと思っています。ただ、本日の議論の中で抜

け落ちているのが、資料３－１の３の今後の対応の１行目の後ろの方から、ＢＳＥ検査を

省略しても特定危険部位を除去すればリスクが増加することはない。「特定危険部位をき

ちんと除去すれば」という条件が入っています。 

したがって、これは県に対するお願いですけれども、と畜場において処理するときに、

きちんと特定危険部位を除去するようにというような指導についてはきちんとやっていた

だければと思いますし、その前提のもとで今後２０ヶ月齢以下の牛に対して検査を中止す

るかどうかという議論になってくるんじゃなかろうかと思います。確認したわけじゃない

ですが、アメリカですとかなりその辺のところの処理が雑なところもあるというようなこ

とを聞いております。 

それから全体につきまして、きょうは食の安全・安心ということで、いろいろ世の中

で問題が起こっている中で議論が出ていて、全体の方向としてもっと規制を厳しくという

ような話があるように私自身感じたんですけれども、これは前回２月の会議のときも申し

上げ、今回の議論でも申し上げるんですけれども、やはり行政側の規制というのはある程

度の限界がございます。これは予算の関係で、例えば先ほど説明がありました食品衛生監

視について、厳しいところは年に３回、一番緩いところは３年から５年に１回という説明

がありましたけれども、それでも厳しくやれということであれば、すべての業者に対して

年３回とか、そういう形でやればいいんですけれども、そこまで予算がないでしょうとい

う話。 

 それからもう一つは、やはり行政がやるときには法的な根拠が必要になりますので、そ

このところは、もう、法の範囲内でという話になると思います。そういう意味で行政も確

かにしっかりやっていただかなければいけないんですが、やはり生産者の方々、あるいは

流通機構のそういった段階でも自主的にきちんとやっていただく。そこが車の両輪のよう

に働いて初めてうまくいくのかなと。 

 そこにはやはり消費者の視点というのが当然必要になってまいりまして、今の状況です

と何でもかんでも安い方がいいというような風潮がございます。だけれども、やはり安全

なもの安心なものを手に入れるためにはそれなりのコストが必要ですよと。それを生産者

あるいは流通業者に全部負担させていると、恐らくつぶれてしまうと思います。そういう

意味では、まあ多少安くても危ないものを食べて健康障害が起こってもしようがないかと

いう人も、それはその人の自由ですけれども、やはり安全・安心なものを入手するために

はそれなりのコストが必要ですよというようなことは、消費者としても認識しなければい

けないのかなと、私自身は思っております。 

 以上、私の意見でございます。 

（石井会長） 

 どうもありがとうございました。 

 中村副会長にまとめ的なお話をいただきましたので、まだまだ委員の皆様、いろいろご

意見あると思いますけど、一応…じゃあ課長、どうぞお願いします。 

（小野塚生活衛生課長） 

 今、中村先生からおっしゃっていただいた特定危険部位の除去についてですけれども、

これについては２００１年１０月から特定危険部位については除去しなさいということで、

と畜場で除去しています。その除去状況というのもと畜場でのと畜検査員が履行状況を確

認しています。当然今回２０ヶ月以下は安全だよということの前提としては、当然特定危

険部位は除去しているからだということも入っております。 
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（中村副会長） 

 すみません、私の申し上げ方が今一つよくなかったんですけれども、除去しているのは

当然なんですけれども、その除去の過程で飛び散ってとか、そういったことがないように

きちんとご指導いただきたいと思います。よろしくお願いします。 

（石井会長） 

 ありがとうございます。 

 はい、どうぞ。 

（山口農政部次長） 

 すみません、自主検査の部分で３－１のペーパーのところで、一番最後の方に県民や関

係事業者等の意向と、それから他の自治体の状況という書き込みが、米印の上の２行にあ

りますけれども。例えば先ほどちょっと触れたんですけれども、栃木県の牛が茨城県のと

場でＢＳＥだとわかったというような話がありますね。例えば私どもの県のと場でと畜検

査をした場合に、栃木県で育成された牛を検査しているわけじゃないんですね。例えば栃

木県でつくる牛の大部分は東京の市場に出荷されまして、東京都のと畜場で検査をしてく

れているんです。ですから例えば栃木県でも一番牛をたくさん殺しているのは宇都宮のと

場だと思うんですけど、あれは宇都宮市がやってくれているんですね。ですから栃木県だ

けでやめるという話にはなかなかなりませんので、その辺の事情はご理解いただきたいと

思います。 

（石井会長） 

 ありがとうございました。 

 きょうはＢＳＥの問題も含めて委員の皆様からご意見を拝聴するということで、今後の

行政に生かしていくということでございまして、結論を得るとか、そういったところまで

はいくということではございません。引き続きまた、この問題は非常に重要な問題でござ

いますので、委員の皆様方の貴重なご意見を賜りながら、行政側の参考にしていただけれ

ばというふうに思っております。 

 時間も迫っておりますので、次のその他の「県内における食の安全・安心に関する事

例」に進みたいと思います。事務局の方からご説明をお願いいたします。 

（小森副主幹） 

 くらし安全安心課小森です。資料４の方の県内における食の安全・安心に関する事例に

ついて、報告させていただきます。 

 不適切表示に対するＪＡＳ法及び景品表示法に基づく措置の結果についてでございます。

これは９月の１０日に既に報道されております。概要について簡単に説明させていただき

ます。１ページをごらんください。 

 まず水煮のたけのこについてなんですけれども、これは農林水産省の食品表示１１０番

に６月の時点で原材料表示に関する情報が寄せられました。これに基づきまして国から県

に調査に入ってもらいたいというようなことで要請がございました。県では農政部及び県

民生活部とともに、国の機関とともに７回にわたって、凍頂物産というのが栃木県の喜連

川にございますが、こちらの方に立ち入りました。ここはこの事件で委託先ということに

なります。たけのこの水煮の製造についての委託元については、本社が大阪にある丸共と

いう会社がございます。この会社の東京支店がございまして、ここもこの水煮についての

偽装をやっているということで、ここにつきましては現場への立ち入りではなく、国の方

でやりました検査に基づいて調査を行いました。 

これらに基づきまして調査を進めた結果、委託先である凍頂物産においては、委託元

の丸共からの委託を受けて、水煮のたけのこについての表示を中国産ではなく、国産とか
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徳島産とか、日本産という形で表示しました。このことにつきましては、凍頂物産及び丸

共から確認を得ております。これに基づきましてＪＡＳ法及び景品表示法に基づきまして

９月１０日にそれぞれ表示の是正を求める指示をいたしました。１０月９日に、是正の措

置につきまして報告を求めるところでございましたが、９月２２日になって凍頂物産で破

産手続きに入りました。９月２９日に至りまして、丸共本社の方でもやはり自己破産の申

請をいたしております。 

報告につきましては以上です。 

（石井会長） 

 どうもありがとうございました。 

 これは報道機関への提供資料というふうに表紙に書いてありますけれども、あんまり凍

頂物産のニュースって聞かないんですけど、この辺はかなりインパクトはあったんでしょ

うか。 

（小森副主幹） 

 たまたま事故米の報道と重なりまして、ＮＨＫのニュース等、民放等でも報道されまし

たが、事故米と比べますと余りにもインパクトの差がありました。 

（石井会長） 

 そうですか。ありがとうございます。 

 ただいまのご説明で何かご意見等ございますでしょうか。 

 よろしゅうございますか。ありがとうございます。 

 ご意見はまだまだたくさんあると思いますけれど、時間の関係もございますので、ここ

で本日の議事を一応終了させていただきたいと思います。長時間にわたり熱心にご議論い

ただきまして、本当にありがとうございました。それでは時間の関係もございますので、

この辺で進行を司会の方にお渡しいたしたいと思います。よろしくお願いします。 

（田辺総括） 

 ありがとうございました。 

 ここで次回の開催日程等につきまして、事務局よりご説明させていただきます。 

（亀山主幹） 

 次回の会議は来年２月ごろに予定しております。改めてご連絡を差し上げますので、委

員の皆様にはお忙しいところ恐縮でございますが、ご出席のほど、よろしくお願いいたし

ます。 

（田辺総括） 

 以上をもちまして、第４回とちぎ食の安全・安心推進会議を終了させていただきます。

本日はまことにありがとうございました。 

（石井会長） 

 どうもありがとうございました。 

午前１１時３０分 閉 会 
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